
関東経済産業局からの御案内

令和6年3月19日

1



関東経済産業局におけるカーボンニュートラル支援体制

⚫ 関東経済産業局では、事業環境の変化等の情報を的確に地域に届けつつ、2030、2050年を意識した
地域企業のGXと地域の脱炭素トランジション（エネルギー・産業構造）の実現に寄与していく。

⚫ 国全体の政策の推進をするとともに地域・企業の脱炭素への取組をサポート。

✓ 自治体によるCN検討・推進
体制の立ち上げ、議論への
参画

✓ 地域のCN推進機関との連
携

✓ 次世代エネルギー（水素、
アンモニア、CCUS等）にお
ける先進地域の検討／整備

地域支援 企業支援情報発信

✓ 地域企業向けのCN動向や
施策活用に関するセミナー
等の協力・開催

✓ 地域企業を支援するための
関係機関との連携

✓ 企業の好事例の収集と共有

✓ ホームページ（ポータルサイ
ト）、メルマガ（エネマガ）に
よる施策・企業事例の紹介

CNガイダンス資料…
国内外における環境変化や関係法令の動向、
地域や企業の取組事例等をとりまとめ
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カーボンニュートラルポータルサイト、ガイダンス資料の公開

⚫ 関東経済産業局は、関係機関との連携による支援ネットワークの形成等を通じ、カーボンニュートラルに伴
う事業環境の変化等の情報を的確に地域に届けるためのポータルサイト・ガイダンス資料を公開。
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CNガイダンス資料
国内外における環境変化や関係法令の動向、
地域や企業の取組事例等を更新。
直近では令和5年12月27日に局HP公表。

ガイダンス資料（抜粋版・チラシ）

カーボンニュートラルポータルサイト

ポータルサイト https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html

ガイダンス資料 https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/kantocn_guidance.pdf

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/kantocn_guidance.pdf


施策説明資料・動画のご案内

⚫ 関東経済産業局では、経済産業省関連施策（令和5年度補正予算・令和6年度当初予算案等）の
うち、主に中堅・中小事業者の皆様が幅広く御利用いただける支援策について、資料及び解説付きの説
明動画を作成し、ホームページにて公開中。

4（出典）関東経済産業局 https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/movie_index.html 

・
・
・

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/movie_index.html


中堅・中小企業のGXに向けた相談受付体制・支援メニューの強化

⚫ 中堅・中小企業のGXに向け、中小機構のCN相談窓口から、専門的な省エネ診断に至るまで、きめ細や
かな体制を整備。

5（出典）内閣官房 GX実行会議（第10回資料） https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai10/siryou1.pdf をもとに関東経済産業局で編集

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai10/siryou1.pdf


省エネ支援策パッケージ

⚫ エネルギー価格高騰への対応、カーボンニュートラル実現の観点から、令和5年度補正予算において、工
場等における省エネ設備の更新に対する支援の拡充と専門家による省エネ診断への支援を強化。

6（出典）資源エネルギー庁 https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r5_231110.pdf

１．省エネ設備への更新支援
・ 工場のボイラや工業炉、ビルの空調設備や業務用給湯器などを、省エネ型設備へと更新することを支援する「省エネ補助金」に ついて、
全類型において複数年の投資計画に切れ目なく対応する仕組みを適用し、今後の支援の予算規模について、 今後３年間で7,000億円
規模へと拡充。また、脱炭素につながる電化・燃料転換を促進する類型を新設し、中小企業の カーボンニュートラルも一気に促進。

２．省エネ診断 
・ 省エネの専門家が中小企業を訪ね、エネルギー使用の改善をアドバイスする「省エネ診断」を、中小企業が安価で受けられるよう支援。

（省エネ補助金） （省エネ診断）

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r5_231110.pdf


地域企業を支援するための関係機関の連携

⚫ 関東経済産業局では、地域企業の課題・ニーズに応じたソリューションを提供するため、民間企業・団
体・関係機関との緊密な連携によりきめ細やかな支援体制を構築中。
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国際的な動向や産業界の動きを的確に情報提供する機関
• 一般財団法人日本エネルギー経済研究所
• 一般財団法人エネルギー総合工学研究所

企業の事業環境変化に対応する経営支援を行う機関 • 独立行政法人中小企業基盤整備機構

新市場創出やイノベーション支援を行う機関
• 国立研究開発法人産業技術総合研究所
• 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

エネルギー・環境に関する専門的なソリューションを保有する機関

• 一般財団法人省エネルギーセンター
• 一般財団法人コージェネレーション・エネルギー高度利用センター
• 一般社団法人ESCOエネルギーマネジメント推進協議会
• 一般社団法人日本有機資源協会
• 一般社団法人日本熱供給事業協会

公設試

地域金融機関

自治体

商工会議所・
支援機関

民間企業・団体
地域の支援ネットワーク
情報共有、相互協力のための体制構築

（連絡会、合同セミナー等）

関連省庁 大学・研究機関

地域企業

■連携する協力機関例
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